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1. 調査対象期間：2021年10月～11月

2. 調査対象：岐阜県内に事業所を有する貿易投資関連企業

3. 調査方法：調査対象企業にアンケートを配布（e-mail、郵

送）し、任意回答を集計

4. 回答社数：346社／1,489社（回答率23.2％）

※本報告は速報版となります。

最終版については2022年3月をめどにジェトロ岐阜ウェブサイト上に掲載予定です。

本調査の概要
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新型コロナウイルス感染拡大の海外事業への影響(1)1-1

 全体の約69.5％（226社）が調査時点で新型コロナウイルス感染拡大の海外事業への影響はない、また

は既に復調していると回答した。前年度調査（72.8％）から3.3ポイント低下した。

 他方、国際物流費の高騰の影響によるコストの増加、取引量の減少などの声も聞かれた。

n=325

感染拡大による特段の影

響を受けていない

23.7%

一時は売り上げ減小・事業中断

などの影響を受けたが、現在は

復調している

45.8%

輸出入や進出を計画していたが一時中

断し、時期を見て今後再開する見込み

19.7%

輸出入や進出を計画して

いたが取りやめ、今後再

開する見込みはない

2.2%

その他

8.6%



Copyright © 2021 JETRO. All rights reserved. 6

すでに正常化してい

る、または2021年内

に正常化する

19.4%

2022年前半

22.9%

2022年後半

33.1%

2023年以降

16.4%

ビジネス活動が正常化

する見通しは立たない

8.2%

新型コロナウイルス感染拡大の海外事業への影響(2)1-2

 全体の約56.0％（191社）が2022年中に海外向けビジネスが正常化する見込みと回答した。同割

合は前年度調査（2021年中に正常化見込みと回答した割合）から9.7ポイント上昇した。

 国際物流費の高騰、海外渡航制限、新規変異株などの動向がカギ。

n=341
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FTA/EPAの利用状況2-1

 自由貿易協定（FTA）、経済連携協定（EPA）を26.2％（84社）が利用していると回答した。

 前年度調査から7.2ポイント低下、8社減。（2020年度調査：33.4％、96社）

FTA、EPAを利用し

ている

26.2%

FTA、EPAの適用

対象外の品目の取

引である

12.1%

FTA、EPAを利用して

いない

61.7%

n=321
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FTA/EPAの利用状況（参考1）2-2

 2022年1月1日に発効する地域的な包括的経済連携（RCEP）協定参加国向け輸出額が岐阜県の輸出額

全体に占める割合は約37.2％と、日本の輸出額に占めるその割合（43％）と比べてやや低い水準と

なっている。

ASEAN6カ国

16.7%

中国

12.3%

韓国

6.2%

大洋州

2.0%

西欧

20.7%

北米

14.9%

アフリカ

6.5%

中東

5.9%

中南米

5.7%

その他のアジア

7.9%

中東欧・ロシア等・その他

1.2%

RCEP域内

37.2%

RCEP以外

62.8%

岐阜県の輸出額に占めるRCEP参加国の割合（2019年実績）
出所：2020年岐阜県輸出関係調査結果（2019年実績）よりジェトロ岐阜作成

注1：ASEAN6カ国：マレーシア、タイ、インドネシア、フィリピン、ベトナム、シンガポール
注2：大洋州はオーストラリア、ニュージーランド以外の国を含む可能性有
注3：その他のアジアはRCEP域内国を含む可能性有
注4：その他のアジアはインドを含む
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FTA/EPAの利用状況（参考2）2-3

 岐阜県の輸出額に占めるFTA・EPA等締約国の割合は約75.8％（RCEP含む）。

 中国・韓国向け輸出額は全体（約7,669億円）の約18.5％（約1,423億円）を占める。

欧州

20.8%

ASEAN6カ国

16.7%

北米

14.9%

中国

12.3%

韓国

6.2%

メキシコ

2.8%

大洋州

2.0%

その他のアジア

7.9%

アフリカ

6.5%

中東

5.9%

ブラジル・その他の中南米

2.9%

中東欧・ロシア等・その他

1.0%

FTA・EPA等締約国

75.8%

締約国以外

24.2%

図2 岐阜県の輸出に占めるFTA・EPA等締約国の割合（2019年実績）
出所：2020年岐阜県輸出関係調査結果（2019年実績）よりジェトロ岐阜作成

注1：ASEAN6カ国：マレーシア、タイ、インドネシア、フィリピン、ベトナム、シンガポール
注2：欧州にはEU非加盟国を含む可能性有
注3：大洋州はオーストラリア、ニュージーランド以外の国を含む可能性有
注4：その他のアジアはRCEP域内国を含む可能性有
注5：その他のアジアはインドを含む
注6：その他の中南米はEPA締約国であるチリ・ペルー等を含む可能性有
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オンライン販売の取り組み(BtoB)3-1

 海外向けBtoB新規販路開拓におけるオンラインツール活用について、オンライン商談会に参加してい

ると回答した企業は約18.2％（53社）だった。

 約34.6％（101社）の企業がオンラインツール活用に今後取り組みたいと回答した。

101

53

46

32

101

0 20 40 60 80 100 120

オンラインでBtoBの新規販路開拓はしていないが、

今後取り組みたい

オンライン商談会に参加している

オンライン展示会・オンラインの

マッチングプラットフォームに出展している

SNSで希望取引先のアカウントをフォローしたりDMを送っている

BtoBの新規販路開拓にオンラインツールを使う予定はない

回答社数（n=292）

（複数回答、件）
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オンライン販売の取り組み(BtoC)3-2

 オンラインで海外消費者向けに販売している企業は全体の約8.7％（28社）だった。

 他方、国内消費者向けにオンラインで販売している企業は全体の約38.7%(124社）だった。

国内消費者向けのみ

30.6%

国内・海外消費者双方

8.1%

海外消費者向けのみ

0.6%

EC等で販売可能な品目を

取り扱っているがオンライ

ン販売はしていない

5.6%

消費者向けの販売は

していない

54.7%

その他

0.3%
n=320
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SDGsの取り組み(1)4-1

 持続可能な開発目標（SDGs）に、「すでに取り組んでいる」と回答した企業は全体の約21.7％（69

社）だった。

 今後取り組む予定（約32.4%、103社）と合計で約54.1％（172社）がSDGsに関心を示している。

すでに取り組んでいる

21.7%

今後取り組む予定

32.4%

取り組む予定はない

45.9%

n=318
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SDGsの取り組み(2)4-2

 SDGsに既に/今後取り組む企業のうち約53.3％（90/169社）が「目標12：つくる責任つかう責

任」を既に/今後取り組む目標と回答した。
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34 

34 

31 

24 

21 

18 

15 

13 
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12: つくる責任つかう責任

8: 働きがいも経済成長も

7: エネルギーをみんなに そしてクリーンに

9: 産業と技術革新の基盤をつくろう

13: 気候変動に具体的な対策を

3: すべての人に健康と福祉を

5: ジェンダー平等を実現しよう

17: パートナーシップで目標を達成しよう

11: 住み続けられるまちづくりを

10: 人や国の不平等をなくそう

4: 質の高い教育をみんなに

6: 安全な水とトイレを世界中に

1: 貧困を無くそう

2: 飢餓をゼロに

全体 （n=169）

（複数回答、件）



Copyright © 2021 JETRO. All rights reserved. 17

SDGsの取り組み(3)4-3

 SDGsに既に/今後取り組む企業のうち約66.7％（112/168社）が「企業価値・イメージの向上」を

SDGsに取り組む理由と回答した。

112 

94 

75 

50 

35 

4 

0 50 100 150

企業価値・イメージの向上

地域貢献

新しい市場・事業機会の創出

他社との差別化

取引先（ステークホルダー）との

関係性向上

投資家（株主）への対応 全体 （n=168）

（複数回答、件）
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 ご注意

本資料の内容は情報提供を目的に作成したものです。資料作成にはできる限り正確に記載するよう努力しておりますが、その正確性を保証するものではあり

ません。本情報の採否はお客様のご判断で行いください。また、万一不利益を被る事態が生じましてもジェトロは責任を負うことができませんのでご了承く

ださい。

日本貿易振興機構（ジェトロ）

岐阜貿易情報センター

担当：渡邉

058-271-4910

GIF@jetro.go.jp

〒500-8384

岐阜県岐阜市薮田南5-14-53

OKBふれあい会館第一棟6階


